科学の論理と子供の論理との統合をめざす社会科授業研究のケーススタディー小学校第5学年｢日本の水産業｣を事例にしてー by 佐藤, 克士 & 吉水, 裕也
－ 153 －
Ⅰ．問題の所在
　現在，社会科授業研究は，どうすればこれまでの社会
科教育学研究の意義や成果を踏まえつつ，真に理論と実
践，研究の目的・理念と教室のリアリティとを結ぶ授業
研究の方法論を構築し，それに基づく成果を蓄積してい
くことができるのか，という課題に直面している (1)。こ
れまで社会科教育学研究では，目標・内容・方法を貫く
授業構成論を提示し，開発から評価に至る一連の研究過
程を論理実証的に説明する「授業開発研究」と，実践の
事実を確定し，その分析を通して授業構成論を抽出する
とともに，実践と理論のズレを指摘し，改善の手立てを
論じる「授業分析研究」の方法論を提案してきた (2)。そ
れらの方法論は，批判可能性を高め，その科学化に貢献
してきた。しかし一方で，学問としての自立や成果とし
ての科学性を重視するあまり，「理論研究が中心で，研
究と実践が乖離しているのではないか」という疑問 (3) や，
「授業構成論に基づく授業モデルの提案に留まり，子供
の学びの実態等を踏まえ，授業の実践可能性を高めるこ
とには必ずしも貢献していないのではないか」等の課題
(4) が指摘されてきた。
　今，社会科授業研究には，これまでの社会科教育学研
究の成果である理論と学校現場における実践とを結ぶ教
科教育実践学としての授業研究方法論の構築と，その方
法論に基づく成果の蓄積が求められている。本研究で
は，このような問題意識を踏まえ，上記の課題を克服す
るための方略を 2 つの【理論仮説】として提示し，その
妥当性を筆者（佐藤）自身の一連の授業研究過程を吟味・
検討することを通して，検証していく。
【理論仮説 1】…批判可能性や科学化に貢献してきた「授
業開発研究」の方法論（授業理論，授業構成，授業実践，
授業評価）を，学校現場の授業研究過程（研究テーマの
設定，単元開発，授業実践，授業評価）に対応させ，各
段階において開発者及び実践者（以下，実践者）の意図
や論理を仮説として明示し，それを批判的に吟味・検討
してゆく過程として組織すれば，研究としての質（批判
可能性や科学性）が担保され，同時に一連の成果を蓄積
することができる。
　本研究では，実践者が明示するそれぞれの仮説を「研
究仮説」，「単元仮説」，「授業仮説」，「評価仮説」と呼ぶ
こととする。この 4 つの仮説を授業研究過程の各段階に
おいて明示することで，論理実証性や批判可能性が担保
され，科学的な成果物として蓄積可能となることを論証
していく。
【理論仮説 2】…単元開発段階において，単元の目標に
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対する学習前の子供の実態を，診断的評価を通して把握
し，その分析結果及び単元開発の方略（「単元仮説」）を
組み込んだ授業構成とすれば，研究の目的・理念と教室
のリアリティとを結ぶ授業研究の方法論となり得る。
　本研究では，実践者が単元の目標として設定する内容
（主として「獲得させたい知識」）を科学の論理，また科
学の論理に対して診断的評価を実施することで明らかに
なる学習前の子供達の認識状態を子供の論理と呼ぶこと
とする。
　上述した 2 つの【理論仮説】は，研究の目的・理念と
教室のリアリティとを結び，学校現場のニーズに対応し
た授業研究を行う上で不可欠な要件である。これまでの
「授業開発研究」では，理念となる授業構成論に基づき，
いかに精緻な授業モデルを開発するかが研究の焦点とさ
れてきた。しかし，これらの研究は理論の精緻化に留ま
り，「学習者不在」の研究 (5) として批判されてきた。本
来，授業とは病院の診断・治療のように，子供の「でき
ない」原因を診断し，それを授業（治療）によって「で
きる」ようにすることを目的として行う行為である ( 注 1)。
また，その授業を研究対象とする授業研究とは，原因究
明に関わる仮説の吟味・検証を通して，専門職としての
力量を形成することが目的である ( 注 2)。このような授業
及び授業研究の本来的な意義や目的を踏まえるならば，
社会科教育における「授業開発研究」も理論の精緻化に
留まるのではなく，理論と目の前の子供の実態を踏まえ
た実践研究を志向すべきである。本研究では，このよう
な「科学の論理と子供の論理との統合をめざす授業開発
（構成）」とその検証を目的とする一連の授業研究を学校
現場のニーズに対応した方法論であると捉え，論究して
いく。
　近年，このような「科学の論理と子供の論理との統合
をめざす授業開発（構成）」の必要性は，木村博一や加
藤寿朗によって指摘されてきた ( 注 3)。しかし，その内容
は提案レベルに留まっており，授業開発や授業実践レベ
ルにおける具体的な内容や方法，さらにその有効性につ
いては明らかにされていない。
　本研究では，未だ提案レベルに留まっているこの点に
着目し，「科学の論理と子供の論理との統合をめざす授
業開発研究」の実際と，授業評価及び授業改善の視点の
導出までを含む「授業分析研究」の一連の授業研究過程
を，筆者（佐藤）自身の授業実践をケーススタディとし
て，授業開発や授業実践レベルにおける具体的な内容や
方法，さらにその有効性について検討していく。
　研究の手順は，次の通りである。まず研究テーマの設
定段階において，先行研究の現状と課題を整理し，課題
を乗り越えるための方略を「研究仮説」として提示する。
また，「研究仮説」に基づき「獲得させたい知識」を検
討する（Ⅱ）。次に，単元開発段階において，Ⅱで検討
した「獲得させたい知識」に対して子供達がどのような
認識状態にあるのか，診断的評価を通して明らかにし，
課題を克服するための方略を「単元仮説」として提示す
る。また，「研究仮説」や「単元仮説」に基づき単元開
発を行う（Ⅲ）。本研究では，Ⅲで示す一連の手続きを
踏まえて開発する授業を「科学の論理と子供の論理との
統合をめざす授業開発（構成）」と捉え，その具体を提
案する。そして，授業実践段階では，開発した単元に基
づき，ユニット（1 時間または小単元）ごとに「授業仮
説」を設定し，その有効性を検証していく（Ⅳ）。最後に，
授業評価段階において，「評価仮説」に基づき，ポスト
テストによる子供の認識内容の把握と分析を通して，「授
業仮説」や「単元仮説」の有効性を検討し，必要に応じ
て授業改善の視点を導出する（Ⅴ）。
　このように，授業研究を仮説や論理を批判的に吟味・
検討してゆく過程と捉え，論理実証的な授業を進めてい
くことは，既存の仮説を批判的に分析したり，新たな仮
説を生成したりする能力の育成を保証し，さらに現在，
実践者に求められている反省的実践家 (6) としての資質
の向上にも寄与するものであろう。
Ⅱ．研究のテーマ設定に係わる先行研究の分析と「研究
仮説」の検討
　ここでは研究のテーマ設定に関わり，小学校産業学習
の現状と課題を整理し，課題を乗り越えるための方略を
「研究仮説」として設定する。
１　学習指導要領に基づく産業学習の特質と課題
　平成 20 年版小学校学習指導要領解説社会編（以下，
学習指導要領）では，産業学習の内容について「我が国
の産業の様子，産業と国民生活との関連について理解で
きるようにし，我が国の産業の発展や社会の情報化の進
展に関心を持つようにする。」(7) と述べられている。具
体的には，「我が国の産業がそれに従事している人々の
様々な工夫や努力によって発展していることや，そのこ
とによって国民生活の維持と向上が図られていること」
等 (8)について理解を深めることが求められている。また，
これらの学習を通して，我が国の国土や産業についての
愛情や，国家・社会の形成者として，その発展に貢献し
ようとする態度や能力を育てること (9) が最終的な目標
として示されている。
　こうした内容を踏まえ，教科書では，ある産業に従事
する人物を取り上げ，産業に関わる仕事の事実と人々の
行為（「工夫や努力」）を，体験や調べ学習等を通して
共感的に理解させる内容構成 (10) となっている。例えば，
水産業単元 (11) であれば，「水産業で働く人たちは，どの
ような工夫をして，わたしたちの食生活を支えているの
でしょうか」という学習問題を通して，漁師，養殖業者，
仲買人，加工業者，販売者等の水産業に従事する人々の
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仕事内容や，そこでの苦労や工夫等について調べ，我が
国の水産業の実態及びそこで働く人々の工夫・努力を共
感的に理解し，自分たちの生活の向上に役立っているこ
とに感謝したり，直面している課題について一緒に悩ん
だりする学習となっている。このような学習の特質は，
産業学習を目的概念と捉えて，産業そのものの総合的理
解をめざす点にある (12)。
　学習指導要領に基づく学習の課題として，以下の 2 点
が指摘できる。第 1 に認識形成に関して，学習を通して
形成される認識が個人の行為レベルに留まっており，社
会全体レベルの認識に至らない点である (13)。社会科教
育でめざすべき認識とは，科学的な社会認識形成であ
る。それは，科学的知識を科学的探求の論理に基づいて
学習させることによって具現化される (14)。これらの内
容を踏まえれば，単に産業従事者の「工夫や努力」を共
感的に理解することに留まるのでなく，産業に関わる
人々の行為（「工夫や努力」）を目的－手段の関係として
科学的（因果関係的）に捉えさせたり (15)，その行為の
背後に潜む社会・経済システムを理解させたりすること
が重要である。具体的には，産業学習を方法概念と捉え
(16)，生産・流通・消費のメカニズムを解明してきた経済
学の理論や概念の獲得を通して，社会科学的な見方を養
い，社会のしくみを説明できる子供を育成することが求
められる (17)。
　第 2 に資質育成に関して，事実認識と態度形成（価値
認識）が一元的に結び付き，郷土愛や愛国心等，特定の
価値観を無批判に受容させる価値注入教育となっている
点である (18)。例えば，水産業では従事する人々の行為
（「工夫や努力」）を共感的に理解することを通して，「水
産業で働く人々は，私たちに新鮮で安全な魚を提供する
ために様々な努力や工夫をしている」といった内容構成
となっており，特定の態度が感情的に教化される危険性
を孕んでいる。社会科教育でめざすべき資質とは，市民
的資質である。それは，獲得した知識を判断材料として，
合理的な根拠に基づき意思決定できる能力である (19)。
このような資質・能力は，恒常的社会的論争問題に対し
て価値分析や価値判断，また未来予測等の学習を通して
育成される。これらの内容を踏まえれば，特定の価値観
を無批判に注入するのではなく，科学的なデータや合理
的な根拠に基づき価値判断や意思決定できる子供を育成
することが求められる。
２　社会科学的な見方・考え方の育成をめざす産業学習
の特質と課題
　上述のような「人々の工夫や努力を共感的に理解させ
ることをめざす」産業学習は，これまで「苦労・工夫の
社会科」と揶揄され，批判の対象とされてきた。社会科
教科教育系の学会では，これらの批判を乗り越えるた
め，学習内容の科学化を図り，社会科学的な見方・考え
方の育成をめざす産業学習が提案されてきた ( 注 4)。その
特徴は，産業学習を方法概念と捉え，産業で（産業を通
して）社会のしくみとそれを説明する社会科学の法則の
理解をめざす学習へと改善し (20)，科学的な社会認識形
成を図るための内容構成を提案した点にある。具体的に
は，産業に関わる人々の「工夫や努力」を行為の目的・
手段の関係として因果関係に置き換えることで，人々の
行為（「工夫・努力」）を科学的に捉えさせ，それをもと
に，社会のしくみを説明できるようにすることを目指し
ている点にある。
　このような学習は，人々の「苦労・工夫」の理解に留
まる従前の産業学習の課題を乗り越えるものとして，社
会科教育系の学会において評価されてきた。その中でも
岡崎誠司の「産業社会認識形成」をめざす産業学習 (21) は，
高く評価されている。
　岡崎の産業学習の特徴は，現代社会を「変動する社会」
と捉え，その視点から内容構成を図っている点や，個人
及び社会の視点から複眼的に社会認識形成を図ること
を通して，構造化された社会システムを理解させたり，
特定の態度形成を回避したりする点にある (22)。例えば，
農業学習では我が国の農業の特質を「近代化する農業社
会」と捉え，その具体を「土地の生産性」と「労働の生
産性」の 2 つの視点から構成し，「『産業としての農業』
が成立する要因と問題点（第 1 次）」及び「『産業として
の農業』が衰退していく現状（第 2 次）」について目の
前に生起する事象の原因を考えさせたり，「これからの
日本農業の在り方（第 3 次）」について予測させたりす
る展開となっている (23)。
　岡崎が提案する産業学習は，「苦労・工夫の社会科」
と揶揄される産業学習の課題を克服し，本来社会科でめ
ざすべき社会科学的な見方・考え方を育成する学習と
なっている。しかし，このような学習がいわゆる現代社
会のしくみや産業の実態を適切に捉えさせ，求められる
資質・能力に寄与する内容となっているか，というと疑
問が残る。例えば，現代社会は「国際化」や「情報化」
等，様々な形で表現されているが，いわゆる我々の社会
に着実に浸透しているグローバル社会（グローバル化し
た社会）である。グローバル化とは，一般的に「国家を
越える社会現象の拡大化」を意味し，輸送機関の高速
化や IT 等のコミュニケーション技術の発達による時間
と空間の圧縮からもたらされる現象 (24) と考えられてい
る。具体的には，ギデンズ (Giddens, A.) が指摘するよう
に，ある場所で生じた事象が，はるか遠く離れたところ
で生じた事件によって方向づけられたり，逆に，ある場
所で生じた事件がはるか遠く離れた場所で生ずる事象を
方向づけたりしていくかたちで，遠く隔たった地域を相
互に結びつけて，そうした世界規模の社会関係が強まっ
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ていく現象 (25) と捉えることができる。今後は一層，時
間と空間の圧縮が加速度的に進み，他地域（諸外国）と
の社会関係や相互関係が世界規模で強まっていくことに
より，ローカルな存在を同一化，等質化，標準化させる
動きやそれに対抗する動きが生じること等が指摘されて
いる (26)。
　このように現代社会すなわちグローバル社会におい
て，そのしくみを適切に認識させるためには，国内のみ
ならずグローバルな視野の両面から現代社会の複雑性や
相互依存性を多面的・多角的に捉えさせる学習を行う必
要がある。また，そのためには特に政治や経済的な視点
から社会のしくみを分析させる学習が欠かせない。なぜ
なら，グローバル化の進展を左右するのが政治や経済で
あり，その影響が顕著に見られるのが産業分野だからで
ある (27)。ゆえに，政治や経済的な視点を欠いて現代社会
のしくみを理解することは不可能と判断できる。また，
今後はさらに，地球全体にわたる政治及び経済的相互関
係の強化と拡大により，貿易に関する諸国間での政策上
の調整がますます重要になり，政治的関係がより一層緊
密になっていくことが予測されている (28)。
　このような予測を鑑みた場合，従前のような学習内容
を国内に限定し，子供の認識範囲を国内に留める産業学
習 ( 注 5) では，現代社会を適切に理解させることは困難
である。ゆえに，例えば国内経済とグローバル経済の双
方の視点から学習内容を構成し，産業の基本構造である
生産・流通・消費のメカニズムを国際社会の中に位置づ
けて理解させたり (29)，諸外国との貿易によって生じる
正負の影響や，それらの影響をコントロールするための
取り組みを多面的（政府や産業従事者等の立場の違いか
ら）・多角的（政治・経済等の社会諸科学の研究成果を
分析視点として）に分析したりする学習の重要性が指摘
できる。また，このような学習を通して，現在求められ
ている持続可能な社会の実現に向け，合理的に判断し意
思決定できる能力を育成することも可能となろう ( 注 6)。
　以上，研究テーマの設定に係わり，小学校産業学習の
現状と課題について，学習指導要領に基づく産業学習及
び社会科学的な見方・考え方の育成をめざす産業学習の
特質と課題について検討し，その課題を乗り越えるため
の方略について論じてきた。
３ 　「研究仮説」の設定
　上述した内容を改めて「研究仮説」として明示すれば，
次のようになる。
(1)　人々の行為（「工夫・努力」）を科学的に捉えさせ，
経済学の理論・概念（以下，経済概念）の獲得をめざ
すように内容を構成すれば，それを理論的枠組みとし
て，現代社会のしくみを説明できる。
(2)　産業の基本構造である生産・流通・消費のメカニ
ズムを国際社会の中に位置づけ，国内経済とグローバ
ル経済の双方の視点から内容を構成すれば，現代社会
のしくみを適切に認識させることができる。
(3)　我が国と諸外国との政治及び経済的相互関係に
よって生じる正負の影響や，それらの影響をコント
ロールする政府や産業従事者の取り組みを多面的・多
角的に分析する学習を踏まえ，それを判断材料として
持続可能な社会の実現という視点から合理的に判断さ
せるように内容を構成すれば，現代社会において求め
られる資質や能力を育成することができる。
４　 産業学習で「獲得させたい知識」と教材の選定
4-1 「獲得させたい知識（経済概念）」と概念的知識
　ここでは，上記の「研究仮説」を踏まえ，獲得させた
い知識を国内経済及びグローバル経済の双方の視点から
検討する。具体的には，経済教育の研究成果を踏まえ，
次の文献を参考にすることとした。
①　全米経済教育合同協議会・P. サンダース他著・岩田
年浩／山根栄次訳『経済を学ぶ・経済を教える』ミネ
ルヴァ書房，1988.
②　魚住忠久・山根栄次他『グローバル時代の経済リテ
ラシー－新しい経済教育を創る－』ミネルヴァ書房，
2005.
③　山根栄次『「経済のしくみ」がわかる社会科授業－
経済思考力を子どもに育てる』明治図書，1990.
　上記の文献を参考にする理由は，①と②に関しては，
経済学の研究成果を踏まえ，グローバル・スタンダード
としての“経済的見方・考え方”を養うために必要な経
済学の基本概念を明示しているからである。また③に関
しては，経済教育の視点から学習指導要領 ( 平成元年版 )
の分析を通してその特色と課題を指摘するとともに，学
習指導要領の範囲内で実施可能な単元や「獲得させるべ
き経済概念」を具体的に明示しているからである。
　これらの文献を参考に産業学習で「獲得させたい概
念」を措定する。具体的には，学習指導要領の内容 (4)
［価格や費用］ (30) に関して，経済システムの基本である
市場経済のしくみを理解させるため，ミクロ経済学の概
念である「市場と価格」，「費用と便益」，「需要と供給」，
さらに「需要と供給」に関連して，基礎的な経済概念（経
済学の基本概念）である「希少性」と「付加価値（生産性）」
を取り上げることとし，市場における価格形成について
理解させることを目的とする。また同書の内容 (2) ア［食
料の輸入］(31) に関して，ミクロ経済学の概念である「政
府の役割」と国際経済学の概念である「貿易の利益と貿
易の制限」を取り上げることとし，これらの経済概念の
獲得を通して，持続可能な社会のあり方について検討で
きるようにすることを目的とする。
　以上の内容を踏まえ，本研究で獲得させたい概念的知
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識を次のように設定する。
4-2 取り上げる教材の分析と検討
　ここでは水産業単元に関して，教科書 (32) の内容構成
及び教材を検討し，上述した経済概念との関連からマグ
ロを取り上げることの有効性について述べる。
　小学校社会科教科書における水産業単元の内容構成
は，同じ第一次産業である農業単元に比べ，複数の教材
を通して学習する点に特徴を見出すことができる。例え
ば農業単元では，農業に関する様々な事実である立地環
境，米の作り方，農家の苦労・工夫，生産から消費まで
の流通等の学習内容について，主に庄内平野の教材を通
して学習する構成となっている。一方，水産業単元では，
水産物（魚類）の漁獲方法と水揚げされる理由（かつお：
焼津），養殖業の様子（うなぎ：浜名湖），栽培漁業の様
子（まだい：御前崎沖）等，1 つの単元の中で少なくと
も 3 種類の教材を通して学習する構成となっている。
　このような内容構成は，獲得させたい知識に基づき典
型的な教材を選定した結果であろう。しかし，子供の側
に立てば，「昨日まではかつおについて学習していたの
に，なぜ今日からうなぎについて学習するのか」子供の
素朴な疑問に応える内容構成となっていない。すなわ
ち，学びの主体である子供の問題意識の希薄化や学習意
欲の減退を招き，断片的な理解に留める危険性が指摘で
きる。
　これらの課題を乗り越える教材として，マグロを取り
上げることとする。マグロは，学びの主体である子供に
とって，近所のスーパー等で普段から目にする身近な食
材である。その種類は，クロマグロ，インドマグロ，メ
バチマグロ，キハダマグロ，ビンナガマグロの 5 種類に
分類される。その中でもクロマグロやミナミマグロは，
「海のダイヤ」と称され，その獲得をめぐり世界中で争
奪戦が繰り広げられており，現在マグロの乱獲は世界規
模で問題視されている (33)。食材としてのマグロの特徴
は，種類や部位によって価格が異なる点にある。特にク
ロマグロの大トロは，その希少性や需要の高さから部位
の中で最も高値で取引されている。
　このようにマグロの種類や部位を取り上げ，それらの
相違によって見られる価格差が生じる理由やその意味を
探求させる学習を行なえば，市場における価格形成，す
なわち価格が「需要と供給」の相互関係によって決まる
ことを「希少性」という概念をもとに理解させることが
できる。また，産地の違いによる価格の違いに着目すれ
ば，「付加価値（生産性）」という経済概念も獲得させる
ことができよう。具体的には，クロマグロの有名ブラン
ドで知られる大間（青森）や戸井（北海道）と他の産地
のクロマグロの価格を比較させることで，ブランド化と
いう「付加価値（生産性）」の有無によって「需要と供給」
の関係が変化し，同じクロマグロでも価格差が生じてい
ることを理解させることができる。しかし，これまで述
べた経済概念を獲得させるためには，市場メカニズムの
基本構造を理解させることが不可欠である。すなわち，
生産－消費に至る一連の流通過程において，どのような
人が関わり，そこでどのような費用（儲けも含む）が生
じ，どのようにしてマグロの価格が決まるのか等，「市
場と価格」，「費用と便益」に関する基本概念を理解させ
ることが重要である。
　このように水産業単元において，マグロの価格形成に
焦点化した学習を行えば，学習指導要領の内容の取扱い
(4)［価格や費用］に該当する内容についてストーリー性
を担保しつつ，関連する経済概念の獲得を保証する学習
が可能となる。さらに，我が国のマグロの生産量と消費
量との関係や，世界規模での健康志向や魚食ブームを背
景とした漁獲量の増加 ( 注 7) という現実を取り上げ，水
産物の貿易によって生じている諸外国の問題という点に
目を向ければ，政府による資源保護（例えば，2010 年
のワシントン条約）や輸入・輸出規制等，主として政治・
経済に関する諸外国との相互関係についても理解させる
ことができる。例えば，これらの諸問題の解決過程にお
いて生じる正負の影響や，持続可能な水産業 ( 注 8) の実
現に向けて取り組まれている解決策を，消費者・生産者・
政府等様々な立場から，獲得した経済概念をもとに多面
的・多角的に分析させる内容構成とすれば，「政府の役
割」や「貿易の利益と貿易の制限」等の新たな経済概念
も獲得させることができる。
　このように，子供にとって身近な食材であるマグロを
取り上げ，それを教材化することは，グローバル社会に
おいて社会科学的な見方・考え方を育成する上で不可欠
な経済概念の獲得を可能にするとともに，単元全体を通
してストーリー性を担保し，子供の問題意識や学習意欲
を喚起させることが期待できる。
　以上の内容を踏まえ，グローバル社会における社会科
学的な見方・考え方の育成をめざす小学校第 5 学年産業
学習「日本の水産業：マグロの価格の秘密と持続可能な
水産業」を開発する。
Ⅲ．「単元仮説」の検討と単元開発
１　診断的評価の実施と分析方法
　単元開発に先立ち，「獲得させたい知識（経済概念）」
【概念的知識 A】…市場価格は，「需要と供給」，「付加
価値（生産性）」，「費用と便益」，「希少性」等の要因
が個々の商品に複合的に反映され決定されている。
【概念的知識 B】…貿易は，正負の影響をもたらす。政
府や生産者は，貿易によってもたらされる負の影響
を最小化し，正の影響を最大化するため（持続可能
な社会の実現）に，様々な取り組みを行っている。
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に対する学習前の子供の認識状態を把握するために，診
断的評価を対象児童 18 名に実施した（2012 年 10 月 12
日）。調査実施後は，「獲得させたい知識（経済概念）」
に関連する下位概念との対応関係で認識内容を分析した
（表 1）。
２　診断的評価の分析
　設問 1 は，市場における価格形成（「市場と価格」）に
関して，「費用と便益」，「需要と供給」，「希少性」，「付
加価値（生産性）」等の経済概念をどの程度，理解して
いるかを問うている。結果は，「希少性」や「付加価値」
によって価格差が生じることを指摘した子供が 61% い
るのに対して，輸送距離や手段の違いによる輸送コスト
の差によっても商品（マグロ）に価格差が生じることを
指摘する子供は少ない傾向にあった。また，商品（マグ
ロ）の味の善し悪しによって価格差が生じると誤認識し
ている子供が 27% いることや，「消費者ニーズ」の高ま
り（「需要」の増加）によって価格差が生じることを指
摘する子供は，皆無（0%）であることもわかった。こ
れらの結果から，子供は「希少性」や「付加価値」が商
品の価格に影響を与える要因であることに関しては，概
ね理解しているが，生産・輸送・販売に係わるコスト
（「費用と便益」）や「消費者ニーズ」の高まり（「需要と
供給」）等によっても商品の価格が変動することに関し
ては，十分に理解していないと判断できる。このような
現状を改善するためには，市場における価格形成（「市
場において，価格はどのように決定されるのか」）につ
いて，「需要と供給」の概念を中核にして，他の概念（例
えば，「費用と便益」，「希少性」等）を関連付けながら
学習を展開することが有効であろう。なぜなら，（競争
的な）市場において価格は，「需要と供給の相互作用に
よって，消費者の主体的均衡を表す個別需要曲線と生産
者の主体的均衡を表す個別供給曲線の需要と供給が一致
したところで成立する」( 注 9) と定義されるように，「価格」
を説明する上で，「需要と供給」という概念は外すこと
のできない中核的な概念と捉えられているからである。
実際の学習では，例えば，「マグロがどのように私たち
のところに届くのか」という問いをもとに，生産・流通・
販売の各流通過程において係るコストを予想させたり，
生産・流通・販売に従事する側の願いや思いと消費者側
の願いや思いを比較させたりする学習展開が有効であろ
う。
　設問 2 は，近年の我が国の水産物の輸入増加傾向とい
う現実を踏まえ，それによって生じる正負の影響（「貿
易の利益と貿易の制限」）に関して，立場の違いによっ
て生じる影響の違いを多面的・多角的に分析し，持続可
能な水産業の実現という視点から判断することができて
いるかを問うている。結果は，立場の違いによって生じ
る影響の違いを複数の立場（消費者及び生産者）から多
面的に予測し判断していた子供は，わずか 17% に留まっ
ており，その他多くの子供は，消費者及び生産者いずれ
かの片方の立場から一面的に影響を予測し，判断する傾
向を示した（消費者〈賛成〉の立場…66%，生産者〈反
対〉の立場…17%）。例えば，消費者側から輸入に〈賛
成〉する意見を述べた子供に関しては，「輸入によって
商品の選択肢が広がる」ことを指摘する意見は比較的多
数 (72%) 見られたが，外国産の水産物が国産に比べて価
格が安いという現実を踏まえて「安価で購入できるよう
になる」ことを指摘した子供は少数 (12%) であった。こ
れらの結果は，外国産の水産物が国産に比べて「なぜ，
価格が安いのか」という理由を説明する以前に，その現
実を十分に認識していないことが要因として考えられ
る。一方，生産者側から輸入に〈反対〉する意見を述べ
た子供に関しては，多くの子供が予想される一連の負の
影響（例えば，安価な魚が大量に入ってくることによっ
て，魚が売れなくなり，その結果売り上げが減り，場合
によっては失業する）について関連的に理解していない
傾向が見られた。これらの現状を改善するためには，ま
ず外国産の水産物が国産に比べて価格が安いという現実
を認識させた上で，その理由を子供達にとって身近で典
型的な水産物（例えば，エビやタコ等）をもとに関連的（コ
スト，安定供給，技術革新）に捉えさせる学習を展開す
ることが有効であろう。また，特定の立場に偏って思考
する傾向を改善するためには，例えば輸入によってもた
らされる影響が異なる立場（生産者・消費者・政府）を
取り上げ，「立場の違いによってどのような影響が，ど
うしてもたらさせるのか」，上記と同様，具体的な事例
をもとに正と負の両面から考察させる学習展開が有効で
あろう。
　設問 3 は，水産物を大量に輸入することによって生じ
る正負の影響を踏まえ，政府及び生産者が持続可能な水
産業を実現するために行っている取り組みを理解してい
るかを問うている。結果は，いずれの取り組みに関して
も低い数値に留まった。これは設問 2 とも関連し，そも
そも現在，我が国が抱えている水産業の問題について，
十分な認識が形成されていないことに起因していると判
断できる。これらの現状を改善するためには，まず現在，
我が国が抱えている水産業に関わる問題について，具体
的な事実を通して，輸入に頼らざる得ない現実（理由）
を理解させることが重要であろう。その上で，輸入によっ
てもたらされる正負の影響や，持続可能な水産業を実現
するために生産者や政府が行っている取り組み（生産者
…ブランド化や資源の保全活動等，政府…輸入規制や資
金援助等）について関連資料（漁業組合や水産庁が発行
する資料）をもとに予測したり，検証したりする学習展
開が有効であろう。
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３　 「単元仮説」の設定
　ここでは，診断的評価の分析を踏まえ，課題を克服す
るための方略を「単元仮説」として設定する。
(1)　市場における価格形成に関して，生産・流通・販売
において係るコストを予想させたり，生産・流通・販
売に従事する側の願いや思いと消費者側の願いや思い
を比較させたりする学習を展開すれば，生産・輸送・
販売に係るコストや儲けが価格に反映されていること
や，「需要と供給」の相互関係によって価格が決定さ
れることを理解することができる。
(2)　輸入によってもたらされる正負の影響に関して，外
国産の水産物が国産に比べて価格が安いという現実を
認識させた上で，その理由を関連的に捉えさせたり，
各立場の違いによってもたらされる影響の違いを正と
負の両面から具体的な事例をもとに考察させたりする
学習を展開すれば，近年の我が国における水産物の輸
入に関する現状と，輸入によって生じる正負の影響に
ついて適切に理解することができる。
(3)　政府及び生産者が持続可能な水産業を実現するため
に行っている取り組みに関して，現在，我が国が輸入
に頼らざる得ない現実を理解させたり，輸入によって
もたらされる正負の影響や持続可能な水産業を実現す
るために生産者や政府が実際に行っている取り組みに
ついて関連資料をもとに予測・検証させたりする学習
を展開すれば，それらを判断材料として，これからの
水産業のあり方について，持続可能な水産業の実現と
いう視点から合理的に判断することができる。
４　単元開発
4-1 単元の目標
○　私たちの生活と水産業のかかわりについて興味・関
心をもち，水産物の流通や持続可能な水産業を実現す
るための取り組み等を意欲的に調べようとしている。
［関心・意欲・態度］
○　私たちの生活と水産業のかかわりや日本の水産業の
特色並びに水産業を取り巻く様々な問題やその解決方
法等について，主として生産者・消費者・政府の立場
や主に政治・経済等の視点から多面的・多角的に考察
することができる。　　　　　　 ［思考・判断・表現］
○　私たちの生活と水産業のかかわりや日本の水産業の
特色並びに水産業を取り巻く様々な問題やその解決方
法等について，写真や地図，統計等の資料を目的に合
わせて収集・選択し活用することができる。
［観察・技能］
○　市場メカニズムの基本構造や現在我が国の水産業を
取り巻く様々な問題やその解決方法等について理解す
ることができる。　　　　　　　　　　［知識・理解］
4-2 単元の概要
　「研究仮説」及び「単元仮説」に基づき，次のような
単元を開発した（表 2）。
　第 1 次では，「単元仮説」(1) 及び (2) に基づき，生産
－消費に至る市場メカニズムの基本構造や市場における
価格形成に関して，マグロの価格差に着目させ，その要
因を探求することを通して，【概念的知識 A】の獲得を
めざす展開とした。
　第 2 次では，「単元仮説」(3) に基づき，我が国がたく
さんの水産物を外国から輸入している現実やその理由，
表 1　本単元で「獲得させたい知識（経済概念）」に関する認識調査
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さらに貿易によって生じている正負の影響や，持続可能
な水産業を実現するための様々な取り組みについて分析
的に検討することを通して，【概念的知識 B】の獲得を
めざす展開とした。また単元終末では，獲得した知識を
もとに，これからの我が国の水産業のあり方について批
判的に検討したり，判断したりすることを通して，国内
とグローバルの双方の視点から持続可能な社会の実現を
めざし，合理的に意思決定できる能力の育成をめざす展
開とした（例えば，【規範的知識】に示すような知識の
獲得）。
 
Ⅳ．授業実践による「授業仮説」の検証
　ここでは上記の単元計画 ( 表 2) に基づき実践した授
業の実際と，実践者が 1 時間または小単元ごとの目標を
達成するために考えた手だてである「授業仮説」を設定
する ( 表 3)。
　「授業仮説」とは，実践者が 1 時間または小単元ごとの
目標を達成する上で最も有効性が高いと考えられる教師
の手だてを明示したものである。例えば，「マグロの種類
や部位の違いによって見られる価格差について，『希少性』
や歴史的文脈における『需要（消費者ニーズ）』の変化や
高まりという事実をもとに，『需要と供給』の関係で捉え
させる展開とすれば，種類ではクロマグロが，部位では
大トロが最も高い価格で売られているのは，供給量が少
ない（希少性が高い）のに，需要（消費者ニーズ）が高
いからであることを理解することができる（第 3・4 時）。」
のように，1 時間または小単元ごとの目標を達成するた
めの具体的な授業方略を学習内容及び学習方法との関係
で記述したものである。
　このように，実践者が 1 時間または小単元ごとに目標
を達成するための論理を「授業仮説」として明示するこ
とにより，実践の成否や単元の目標を達成するための手
段の有効性や妥当性を「授業仮説」を視点に検討するこ
とが可能となる。具体的には，実践の事実（事実として
の子供の学び）と 1 時間または小単元ごとの目標を比較
することを通して明らかになる両者の一致や齟齬の要因
を，明示された「授業仮説」をもとに分析することがで
きる。
　このように単元の目標を達成するための具体的な授業
方略として「授業仮説」が明示され，1 時間または小単
元ごとに授業評価を行う機会が保障されれば，提示した
仮説の有効性及び実践の成否，または改善の方向性につ
いて，実践の事実をもとに詳細に吟味・検討することが
可能となる。このような授業実践が論理実証性や批判可
能性を高め，さらに反省的実践家として求められる資質
（新たな仮説を生成する能力等）の育成にも寄与すると
考えられる。
　本稿では，以下に示す「評価仮説」をもとに，本授業
の有効性を「単元仮説」及び「授業仮説」の 2 つ視点か
ら検討していくこととする。 
 
表 2　単元「日本の水産業：マグロの価格の秘密と持続可能な水産業」の内容構成
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表 3　授業の実際と「授業仮説」
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Ⅴ．「評価仮説」に基づく授業評価
１　授業評価の論理と方法
　ここでは，「獲得させたい知識」を分析視点（設問）
として，子供の認識内容を把握すれば，「研究仮説」や
「単元仮説」に基づき開発した単元計画及び「授業仮説」
に基づき実践した授業の有効性を検討できる，という
「評価仮説」に基づき実施したポストテスト（2012 年 12
月 19 日）の結果を分析する。具体的には，筆者（佐藤）
が授業を通して「獲得させたかった知識（【説明的知識】，
【概念的知識】，【規範的知識】）」を設問として配列し，
評価基準をもとに学習後の子供の認識内容を質的に分析
する（表 4）。
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２　ポストテストの結果分析
　表 4 の結果が示すように，18 名の子供の評価結果か
らではあるが，全ての設問について概ね 9 割が B 以上
の評価に該当する回答をしていることから，科学の論理
と子供の論理との統合をめざして開発した単元計画や，
「授業仮説」に基づき実践した授業が，ある程度有効で
あったことが示唆された。しかし，1 割以上の子供が C
の認識に留まった設問や， A の到達度が過半数に満たな
かった設問については，「授業仮説」や「単元仮説」の
視点から再検討が必要であろう。
３　授業分析と授業改善の視点の検討
　ここでは上記の結果を踏まえ，設問 1・2・4 に該当す
る授業計画や授業実践の分析を通して，授業改善の視点
を導出する。
　設問 1 及び 2 は，市場における価格形成に関する内容
である（第 3 ～ 6 時）。結果を踏まえ，概念を獲得させ
る過程において，関連する内容を納得的に理解させた
り，獲得した概念を活用して他の事例を説明させたりす
る機会や場が十分に保障されていなかったことが，1 割
以上の子供を C の認識に留めた原因と考えられる。改
善の方向性としては，価格が「希少性」や「付加価値」，
消費者ニーズを要因として「需要と供給」の関係によっ
て決められることをマグロ以外の事例で説明させる内容
構成としたり，子供同士の話し合いや討論を通して，素
朴概念（例えば「価格は費用で決まる」）を乗り越える
理論を発見させたりする学習活動を組み込むことが考え
られる ( 注 10)。また，他にも納得的に理解させる方法と
表 4　設問と評価基準及び集計結果
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してシミュレーション等の体験的な活動を組み込むこと
も有効であろう。
　設問 4 は，我が国が大量の水産物を輸入している理
由に関する内容である（第 7 ～ 8 時）。結果を踏まえ，3
つの要因を並列に扱ってしまったことが多くの子供を B
の認識に留めてしまった原因と考えられる。改善の方向
性としては，事実に対する 3 つの要因を関連的に捉えさ
せる必要性が指摘できる。具体的には，我が国の水産物
の消費量は他国に比べて多いことや，内訳では消費量が
生産量を上回っているという事実を確認した上で，「な
ぜ，日本は（自国の）消費量分を確保しないのか」と問
い，また予想させ，現実は「確保しない」のではなく，「確
保できない」という現実（結果）を提示することを通し
て，その理由（原因）である「200 海里経済水域による
漁獲制限」や「日本近海の漁獲量（種類）の減少」等を
関連付けて捉えさせることが有効ではないかと考えられ
る。
　今後は，導出したこれらの授業改善の視点に基づき，
改善授業モデルを開発し，その有効性を引き続き検証し
ていくとともに，ポストテストで使用した評価問題及び
評価基準についても，内容や方法に関する妥当性を検討
し，必要に応じて修正を図り，精緻化していく。
Ⅵ．結 論
　本稿では，教科教育実践学としての社会科授業研究方
法論の要件を，冒頭で提示した 2 つの【理論仮説】に基
づく筆者（佐藤）自身の一連の授業研究をケーススタディ
として，論究してきた。【理論仮説 1】に関しては，学
校現場の授業研究過程の各段階において，実践者の意図
や論理をそれぞれ「研究仮説」，「単元仮説」，「授業仮説」，
「評価仮説」として明示し，授業研究を展開することに
よって， 論理実証性や批判可能性が担保され，科学的な
成果物として蓄積することが可能となることを示した。
また【理論仮説 2】に関しては，単元の目標（本研究で
は「獲得させたい知識」）に対する学習前の子供の実態
を，診断的評価を通して把握し，その分析結果及び単元
開発の方略（「単元仮説」）を組み込み，「科学の論理と
子供の論理との統合をめざした授業構成（開発）」とす
ることによって，これまでの「学習者不在」の授業研究
から脱却を図り，研究の目的・理念と教室のリアリティ
とを結ぶ授業研究の方法論となり得ることも示した。さ
らに，このような方法論に基づき授業研究を進めること
で，授業開発の基盤となる子供の社会認識の発達特性に
関する知見を得られること (34) も示唆された。
　今後は，本稿で提案した授業研究方法論に基づき，さ
らなる実践を重ねるとともに，求められる成果を蓄積し
ていくことが筆者（佐藤）自身の課題である。また，よ
り質の高い授業研究を実現するために研究者と実践者と
の協働や支援，グループや学校における組織的な取り組
みのあり方 (35) を検討していくことは，社会科授業研究
に係わる全ての研究者及び実践家に求められる共通の課
題であると受け止め，その改善に取り組んでいきたい。
－注－
1　 授業の意義・目的に関しては，文献 (5) を参考にした。
2　 授業研究の意義・目的に関しては，稲垣忠彦 ･ 佐藤
学『授業研究入門』岩波書店，p.143, 1996，岩田一彦『社
会科授業研究の理論』明治図書，pp.118-129，1994. を
参考にした。
3　  本研究と同様の問題意識に関しては，木村博一編『初
等社会科教育学』共同出版，pp.15-14，2002，加藤寿朗「子
どもと社会科」，社会認識教育学会編『新 社会科教育
学ハンドブック』明治図書，pp.52-58，2012. において
指摘されている。なお，上記の論考では「『論理』と『心
理』の統合（または融合）」という表記されているが，「論
理」と「心理」は全く別のものであり，両者の統合は
困難であると判断し，本稿では両者を「論理」の語で
統一した。
4　 社会科学的な見方・考え方をめざす産業学習の授業
モデルに関しては，福田裕治「科学的な見方・考え方
を育てる小学校社会科産業学習の教育内容開発研究―
『野菜工場』を事例とした単元『日本の農業』―」, 全
国社会科教育学会『社会科教育論叢』第 46 集，pp.10-
15，2007，米田豊「産業学習：人々の工夫や努力の科
学化」, 全国社会科教育学会『社会科教育実践ハンド
ブック』明治図書，pp.57-60，2011，文献 (3)，文献 (21)
等が挙げられる。
5　 従前の産業学習の内容が国内に留まらざるを得ない
のは，第 3 学年は市，第 4 学年は県，第 5 学年は国土，
第 6 学年は世界というように学年進行に伴って学習対
象地域を順次空間的に拡大していく「同心円的拡大主
義」を採用しているからである。この「同心円的拡大
主義」ついて寺本は，「国際化やグローバル化が急速
に進展しつつある今日において，地球や世界について
の大まかな表象を形成することができず，あたかも『精
神の鎖国』を強いる構成になっている」と指摘してい
る。詳しくは，寺本潔「地理教育の内容」，村山祐司
編『21 世紀の地理』朝倉書店，pp.81-84，2002，を参照。
6　 グローバル社会において求められる知識や能力に関
しては，木村博一『“グローバル化”をめぐる論点・
争点と授業づくり』明治図書，2006，文献 (7) pp.1-5.
を参考にした。
7     世界の漁獲量の推移は，1980 年には約 188.9 万 t だっ
たが，2010 年には 433.7 万 t と 30 年間で約 2.3 倍に増
加している。詳しくは，水産庁「世界のまぐろ・かつ
お類の漁獲量の推移」，2011.
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<URL> http://www.jfa.maff.go.jp/j/tuna/pdf/tuna03.pdf.
8     「持続可能な水産業」の概念は , 文献 (33) を参考に
した。
9     「価格」の概念に関しては，本文 p.4 に示す文献①
pp.51-62 を参考にした。
10   素朴概念の克服方法に関しては，本文 p.4 に示す文
献③ pp.98-107 を参考にした。
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